
◎育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に

関する法律等の一部を改正する法律 
（平成一六年一二月八日法律第一六○号）   

一、提案理由（平成一六年一一月一○日・衆議院厚生労働委員会） 

○尾辻国務大臣 ただいま議題となりました育児休業、介護休業等育児又は家族介護を

行う労働者の福祉に関する法律等の一部を改正する法律案につきまして、その提案理由

及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 急速な少子化の進行等を踏まえ、総合的な次世代育成支援対策を推進する等の観点か

ら、労働者が仕事と家庭を容易に両立できるようにするための支援を一層推進すること

が求められています。 

 このため、育児休業の対象者や期間の見直し、子の看護休暇制度の創設等、労働者が

育児や介護をしつつ働き続けることができる環境の整備を図ることとし、この法律案を

提出した次第であります。 

 次に、この法律案の主な内容につきまして、御説明申し上げます。 

 第一は、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の

一部改正であります。 

 雇用形態の多様化が進んでいる状況を踏まえて、期間を定めて雇用される労働者のう

ち一定の要件を満たすものについて、育児休業及び介護休業ができる労働者の範囲に加

えることとしております。 

 また、育児休業について、雇用の継続のために特に必要と認められる場合には、子が

一歳六カ月に達するまで育児休業ができることとするとともに、介護休業について、対

象家族一人につき、要介護状態ごとに介護休業ができるものとし、その日数は通算して

九十三日までとしております。 

 さらに、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者が、負傷し、または疾

病にかかったその子の世話を行うための休暇制度を創設することとしております。 

 第二は、雇用保険法の一部改正であります。 

 育児休業の期間の延長及び介護休業の取得回数の制限の緩和にあわせて、育児休業給

付の給付期間の延長及び介護休業給付の支給回数の制限の緩和を行うこととしておりま

す。 

 第三は、船員保険法の一部改正であり、育児休業給付及び介護休業給付について、雇

用保険法と同様の改正を行うこととしております。 

 最後に、この法律の施行期日については、平成十七年四月一日としております。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御可決あらんことをお願い申し上げます。 

二、衆議院厚生労働委員長報告（平成一六年一一月一八日）   

○鴨下一郎君 ただいま議題となりました育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行



う労働者の福祉に関する法律等の一部を改正する法律案について、厚生労働委員会にお

ける審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、総合的な次世代育成支援対策を推進する等の観点から、労働者が就業しつつ

育児または家族介護を行うことを容易にするための環境を整備し、その雇用の継続を図

ろうとするもので、その主な内容は次のとおりであります。 

 第一に、期間を定めて雇用される労働者のうち一定の要件を満たすものについて、育

児休業及び介護休業ができる労働者の範囲に加えること、 

 第二に、育児休業について、雇用の継続のために特に必要と認められる場合には、子

が一歳六カ月に達するまで育児休業ができることとするとともに、介護休業について、

対象家族一人につき、要介護状態ごとに介護休業ができるものとし、その日数は通算し

て九十三日までとすること、 

 第三に、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者が、負傷し、または疾

病にかかった子の世話を行うための休暇制度を創設すること等であります。 

 本案は、第百五十九回国会に提出され、去る五月二十七日本委員会に付託されました

が、継続審査となっていたものであります。 

 今国会におきまして、去る十一月十日尾辻厚生労働大臣から提案理由の説明を聴取し、

十二日質疑に入り、昨十七日に質疑を終局いたしました。質疑終局後、自由民主党、民

主党・無所属クラブ、公明党及び社会民主党・市民連合より、期間を定めて雇用される

者に係る育児休業等の制度等に関する検討条項を加える旨の修正案が提出されました。

次いで、採決の結果、修正案及び修正部分を除く原案はいずれも全会一致をもって可決

され、本案は修正議決すべきものと決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議を付することに決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○委員会修正の提案理由（平成一六年一一月一七日） 

○水島委員 ただいま議題となりました育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う

労働者の福祉に関する法律等の一部を改正する法律案に対する修正案につきまして、自

由民主党、民主党・無所属クラブ、公明党及び社会民主党・市民連合を代表いたしまし

て、その趣旨を御説明申し上げます。 

 本修正案は、附則に、この法律の施行後適当な時期において、本法の施行状況を勘案

し、期間を定めて雇用される者に係る育児休業等の制度等について総合的に検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずる旨の規定を加えるものであります。 

 何とぞ委員各位の御賛同をお願いいたします。 

○附帯決議（平成一六年一一月一七日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

一 育児休業、介護休業制度の有期契約労働者への適用については、休業の申出及び取

得を理由とした雇止め等不利益な取扱いが行われないよう、本法改正の趣旨の周知徹



底を図るとともに、法施行後の有期契約労働者の休業取得状況等を勘案し、その在り

方について検討を行うこと。 

二 看護休暇が子の看護のための休暇である趣旨から、取得に当たっては、子どもの負

傷及び疾病が緊急かつ不測であることにかんがみ、取得手続きに十分な配慮を行うと

ともに、子の人数に配慮した制度とすることについて検討を行うこと。 

三 男性の育児休業取得をより一層推進するため、数値目標達成に向けて事業主に対す

る指導、援助を進めるとともに、男性が子育てに参加することができる有効な方策の

検討を進めること。 

四 仕事と生活の調和の実現に向け、育児休業、介護休業等を取得しやすい環境を整備

するとともに、「年間総実労働時間千八百時間」という政府目標を踏まえつつ、所定

外労働時間の抑制及び年次有給休暇の取得を一層促進すること。 

五 有期契約労働者の均等処遇について所要の検討を進めること。 

六 育児や家族介護のために離職を余儀なくされた労働者の再就職支援をはじめ、働き

ながら育児や家族介護を行う労働者に対する地域における育児・介護サービスの充実

に取り組むこと。 

三、参議院厚生労働委員長報告（平成一六年一二月一日） 

○岸宏一君 ただいま議題となりました法律案につきまして、厚生労働委員会における

審査の経過と結果について申し上げます。 

 本法律案は、急速な少子化の進行等を踏まえ、育児休業の対象者や期間の見直し、子

の看護休暇制度の創設等、労働者が育児や介護を行いつつ働き続けることができる環境

の整備を図ろうとするものであります。 

 なお、衆議院において、有期契約労働者に係る育児休業制度等についての検討条項を

加える修正が行われております。 

 委員会におきまして、育児・介護休業制度の活用に向けた環境整備の必要性、新たに

対象となる有期契約労働者の範囲、看護休暇日数の妥当性等について質疑が行われまし

たが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告を申し上げます。 

○附帯決議（平成一六年一一月三○日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

一、育児休業・介護休業制度の有期契約労働者への適用については、休業の申出及び取

得を理由とした雇止め等不利益な取扱いが行われないよう、本法改正の趣旨の周知徹

底を図るとともに、法施行後の有期契約労働者の休業取得状況等を勘案し、その在り

方について総合的に検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずること。 



二、看護休暇が子の看護のための休暇である趣旨から、取得に当たっては、子どもの負

傷及び疾病が緊急かつ不測であることにかんがみ、取得手続きに十分な配慮を行うと

ともに、子の人数に配慮した制度とすることについて検討を行うこと。 

三、男性の育児休業取得をより一層推進するため、数値目標達成に向けて事業主に対す

る指導、援助を進めるとともに、男性が子育てに参加することができる有効な方策の

検討を進めること。 

四、仕事と生活の調和の実現に向け、仕事と家庭の両立がしやすい職場環境の整備を進

め、所定外労働時間の抑制及び年次有給休暇の取得を一層促進するなど、子育て責任

のある世代の長時間労働の抑制に取り組むこと。また、待機児童問題の解消、多様な

ニーズに応じた保育サービスの充実など保育制度の整備を一層推進すること。 

五、育児休業期間中の所得保障の在り方を含め、総合的な次世代育成支援策について検

討を行うこと。 

六、有期契約労働者の均等処遇について所要の検討を進めること。 

七、育児や家族介護のために離職を余儀なくされた労働者の再就職支援をはじめ、働き

ながら育児や家族介護を行う労働者に対する地域における育児・介護サービスの充実

に取り組むこと。 

八、新たな子の出生に伴って育児休業を取得する場合には、現に保育所に通う子の継続

入所を可能とするような環境を整備するなど、更なる育児支援策を検討すること。 

 右決議する。 


